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第６期台東区障害福祉計画における数値目標と 

サービスの状況について 

 

数値目標（成果目標）の結果 

 第６期障害福祉計画における数値目標設定と、令和４年度末時点の進捗状況については、下記の

とおりである。 

 

１ 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

【成果目標】 

 令和５年度末の施設入所者数を令和元年度末時点から４.４％（７人）以上削減する。 

 令和５年度末までに令和元年度末時点の施設入所者から５．７％（８人）以上を地域移行する。 

 

（１）進捗状況 

項 目 数 値 目標設定の考え方 

令和元年度末時点の入所者数 １３８人 第６期計画作成時の施設入所者数 

令和４年度末時点の入所者数（実績値） １３０人  

施設入所者数の増減  △８人 令和元度末からの増減 

地域生活移行者数   ９人 
令和２年度以降に在宅（グループホ

ーム含む）等に移行した人数 

 

（２）内訳等詳細 

計

画 
年度 

入所者数 

（見込み） 

入所者数 

（実績値） 

新規 

入所 
退所 増減 

退 所 理 由 

死亡 入院 

特養 

老人 

ホーム 

在 宅 等 

GH等 

（内区外） 

在宅 

（内区外） 

第

５

期 

30年度 １３９ １４４ ８ ５ ３ ４ ０ ０ ０（０） １（０） 

元年度 １３７ １３８ ４ １０ △６ ５ ０ ３ １（１） １（０） 

２年度 １３５ １３４ ５ ９ △４ ４ ０ ０ ３（２） ２（０） 

第

６

期 

３年度 １３３ １３５ ５ ４ １ ２ ０ ０ １（１） １（０） 

４年度 １３０ １３０ ３ ８ △５ ３ ２ １ １（１） １（０） 

５年度           

※地域生活移行者数＝退所理由の「在宅等」の人数 
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２ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

【成果目標】 

 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を推進するため、保健・医療・福祉関係者

による協議の場を活用し、年１回協議を行う。 

 

○進捗状況 

精神保健福祉推進協議会を 1回開催（書面）し、精神保健福祉相談の進捗状況、障害福祉サー 

ビス等の利用状況など、台東区における精神保健福祉について下記報告を行った。 

・国・都の動向や他区の実施状況の情報共有。 

・退院支援に係る対象人数を推定するため、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第２３条 

通報後の処遇について東京都へ情報照会を実施し、入院等要否の情報収集をしたこと。 

・措置入院後の退院支援（３件） 

 

 

３ 地域生活支援拠点等の整備 

【成果目標】 

 令和５年度末までに地域生活支援拠点を１箇所設置する。 

 地域生活支援拠点の運用状況についての検証・検討を年１回行う。 

 

（１）地域生活支援拠点について 

  「地域生活支援拠点」 

グループホームや障害者支援施設などの「居住支援機能」と地域相談支援などを担当する

コーディネーターやショートステイといった「地域支援機能」を合わせた拠点。 

国においては、これらの二つの機能について別々に機能を分担する「面的整備型（地域に

おける複数の機関が分担して機能を担う体制）」も想定している。 

台東区においては、既存施設等を有効活用し、複数の機関が分担して機能を担う面的整備

型での整備により、令和２年度末に支援体制を構築した。 

 

（２）進捗状況 

障害者地域自立支援協議会専門部会（相談支援部会）において、前年度に引き続き、地域生 

活支援拠点を検討テーマとし、利用者とその家族に向けた啓発用「台東区地域生活支援拠点 

等事業チラシ」を作成した。加えて、「情報提供書」提出後の流れについて再度確認を行った。 

また、緊急時の相談や受け入れ等、拠点の機能を構成する機関の実績と課題について、区よ 

り障害者地域自立支援協議会本会に報告し、意見をいただいている。 
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４ 福祉施設から一般就労への移行等 

【成果目標】 

（１）令和５年度における障害者就労支援室登録者の年間一般就労移行者数を３０人とする。 

（２）令和５年度における就労移行支援事業利用者の一般就労移行率を４５％とする。 

（３）令和５年度における就労定着支援事業利用者数を１６人とする。 

（４）令和５年度における就労定着支援事業所のうち、就労定着率が８割以上となる事業所の 

割合を７０％とする。 

 

（１）障害者就労支援室登録者の年間一般就労者数の状況 

項 目 数 値 目標設定の考え方 

令和４年度の年間一般就労者数 

（実績値） 
４４人 

令和元年度の年間一般就労者数    ２８人 

 

【令和４年度の内訳】 

障害 

種別 
新規就労 再就職 

就職者 

合計 

離職者数 

（参考） 

知的 １０ ３ １３ ５ 

身体 ０ ７ ７ ２ 

精神 ４ ２０ ２４ １４ 
 

 

（２）就労移行支援事業利用者の一般就労移行率 

項 目 数 値 目標設定の考え方 

令和４年度における就労移行支援事業利用者の

一般就労移行率（実績値） 

３０．９％ 令和元年度の就労移行支援事業

者の一般就労移行率  ３５％ 

 

（３）就労定着支援事業利用者数 

項 目 数 値 目標設定の考え方 

令和４年度における就労定着支援事業利用者数 

（実績値） 

４１人 令和元年度の就労定着支援事業

利用者数       １４人 

 

（４）就労定着支援事業所の就労定着率 

項 目 数 値 目標設定の考え方 

令和４年度における就労定着支援事業所のうち、

就労定着率が８割以上となる事業所の割合 

（実績値） 

１００％ 令和元年度の就労定着率が８割

以上となる事業所の割合 

７０％ 
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５ 障害児支援の提供体制の整備等 

【成果目標】 

（１）令和５年度末までに児童発達支援センターの整備を検討する。 

（２）令和５年度末までに重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び重症心身障害児を 

   支援する放課後等デイサービス事業所を確保する。 

（３）令和５年度末までに医療的ケア児等に関するコーディネーターを配置する。 

 

（１）児童発達支援センターの整備について 

児童発達支援センターの整備については、（仮称）北上野二丁目福祉施設の整備検討におい

て、必要な機能や運営形態に伴う課題等を洗い出しながら、検討を進めている。 

 

（２）重症心身障害児支援事業所の確保について 

令和２年度より拡充した助成制度を活用して、令和３年度、医療的ケア児に対応した児童発 

達支援事業所を整備した。令和４年度は、同助成制度を活用し、医療的ケア児に対応する放課 

後等デイサービス事業所の運営事業所の公募を行った。１社より応募があり、運営事業者が決 

定した。令和６年１月整備予定。 

 

（３）医療的ケア児等に関するコーディネーターの配置について 

医療的ケア児支援を行う事業所等へのヒアリングを実施するなど、コーディネーターの役割 

  や職種、配置場所等の検討を進め、令和５年４月より障害福祉課に、医療的ケア児等コーディ

ネーターを配置することとした。 

 

６ 相談支援体制の充実・強化等 

【成果目標】 

相談支援体制の充実・強化等に向けた取組を推進する。 

 

○進捗状況 

地域の相談支援事業者に対する訪問等による専門的な指導・助言や、基幹相談支援センター 

による研修を実施した。また、基幹相談センターにおいては、スーパーバイザーを活用した事例

検討会を実施した。 

障害者地域自立支援協議会及び専門部会（相談支援部会）や相談支援専門員連絡会（精神）等

についても、引き続き実施し、相談支援体制の充実及び強化に向けた取組を推進している。 

 

７ 障害福祉サービス等の質の向上 

【成果目標】 

障害福祉サービス等の質の向上を図るための取組を推進する。 

 

○進捗状況 

  特別区研修所の障害者保健福祉研修及び専門研修、区分認定調査員研修等に参加し、障害福祉

サービス等の質の向上を図るための取組を推進している。 


